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巻頭言：本提言の革新性 - NTT法改正を不要とする「協業モデル」 
本提言は、次世代認証インフラの構築に向けた、これまでの議論を飛躍的に発展させたもので

す。当初、私たちは次世代通信インフラの要として、NTT東西の固定通信網を中核に据える「第1
弾」の構想を温めていました。しかし、この構想は、NTT法という政治的・法的な大きな壁に阻ま
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れるリスクを孕んでいました。法改正には、莫大な時間とエネルギーが必要であり、その間に技

術の進歩や国際競争に遅れを取る可能性がありました。 

そこで、本提言「第2弾」では、この難題を根本から解決する革新的なアプローチを打ち出します。
それは、NTT東西と、これと競合関係にあるプロバイダーが「協業」する新しいビジネスモデルで
す。NTT東西は、プロバイダー向けに金融セッション専用のサービスをセッション層で提供し、各
プロバイダーはこれを活用して顧客にサービスを提供します。これにより、法改正という非効率な

プロセスを完全に回避し、提言の迅速な社会実装を可能にします。 

この「協業モデル」こそが、本提言の核心です。これにより、既存の業界構造を破壊することなく、

むしろプロバイダー各社に新たな収益源をもたらし、日本の通信インフラ全体を底上げする持続

可能な枠組みを構築します。 

 
プロローグ：次世代認証インフラ構築への提言 
現代社会において、認証技術の重要性は飛躍的に増しています。しかし、従来のパスワードや

表面的な生体認証は、技術的および運用的限界に直面しています。パスワードは推測やフィッシ

ング攻撃に脆弱であり、その管理の煩雑さは利用者にとって大きな負担です。一方で、指紋や顔

認証も、偽造やなりすましリスクが指摘され、セキュリティの最終的な答えとはなり得ていませ

ん。 

フィンテック（FinTech）という技術は、もはや遠い未来の話ではありません。それはすでに私たち
の生活に深く浸透し、この文章を読んでいるあなた自身も、その変革の当事者なのです。 

この現状に対し、私たちは次世代の認証技術として、生体透過認証に焦点を当てます。これは、

体の内部情報を用いる革新的な技術です。本提言は、この技術が持つ潜在的な可能性を提示

し、その社会実装を妨げる課題を網羅的に分析した上で、技術面、社会面、そして倫理面から具

体的なロードマップを描き、持続可能な未来社会の構築に貢献することを目的とします。 

そして、この論文は、単なる知性の集大成ではありません。人間の深い洞察と、AIの論理的な整
理能力が融合することで、単独では決して生まれなかった、新しい思考の始まりなのです。 

 
第1章：戦後日本が直面する課題と技術革新への渇望 
1.1 統治機構の限界と社会の停滞 

戦後日本は、経済成長という奇跡的な成功を収めました。しかし、それは同時に、中央集権的で

硬直した統治機構と、それに連なる既得権益の温存を招きました。社会全体が「技術革新」や

「変化」よりも「安定」を優先し、本来あるべき進歩が停滞しているのが現状です。複雑な行政手

続き、非効率な産業構造、そして国際的な競争力の低下は、この停滞の象徴に他なりません。 

1.2 日米関係の変遷と共同歩調の重要性 

戦後、日本は経済・軍事の両面において、アメリカの庇護のもとで復興を遂げました。この関係

は、あたかも**「属国」**とでも表現できるような、一方向的なものでした。しかし、時代は変わり、
グローバルな課題が山積する現代において、日米は対等なパートナーシップを築き、共同歩調を

取ることが不可欠です。 
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特に、アメリカの機嫌を損なうことは、日本にとって大きなマイナスとなります。なぜなら、現在の

デジタルインフラの多くが、アメリカ発のテクノロジーによって支えられているからです。私たちが

日々利用するスマートフォンのOSであるiOSやAndroidは、まさにアメリカの企業が生み出した
ものです。また、暗号資産の分野においても、リップル（Ripple）はアメリカに本社を置く企業であ
り、その技術は国際送金の未来を担っています。 

1.3 日本のお家芸「通信」の復権と技術覇権 

しかし、日本には、世界に誇るべき技術的な強みが存在します。それは、長年培ってきた**「通
信」**技術です。生体透過認証は、この日本の「お家芸」を最大限に活かすことができます。 

これまで、スマートフォン市場では主導権を握れませんでしたが、この提言書の通りに、生体透

過認証のインフラを整備すれば、認証デバイスに不可欠なセンサーや、通信を司るルーターと

いったハードウェアを、メイドインジャパンとして再び世界に発信できます。 

この製造を実現可能にする重要な要素として、生体透過認証に用いられる通信関連機器は、ス

マートフォンやPCのような超高性能なNANOレベルの半導体を必要としません。したがって、サ
プライチェーンの問題に直面することなく、日本国内での製造が可能なものばかりであり、技術的

にも経済的にも、国内で完結できる大きな強みとなります。 

さらに、システムを支えるソフトウェアとして、TRON（トロン）という国産のリアルタイムOSを活用
すれば、IoTデバイスからサーバーまで、一貫したOSで管理することが可能です。これは、OSレ
ベルでのセキュリティを強化し、ウイルス対策を根本から行う上で、極めて有効な戦略です。 

生体透過認証という新たな市場の確立は、日本が通信技術の強みを再認識し、ハードウェアとソ

フトウェアの両面で世界の中心地として発信するための、絶好の機会となるでしょう。 

 
第2章：生体透過認証と次世代決済の融合 
2.1 生体透過認証の技術的優位性 

生体透過認証は、従来の認証方式の限界を突破する次世代技術です。この技術は、可視光線

よりも波長の長い近赤外線や、人体に安全な低出力電波、または超音波などを利用して、体の

表面ではなく内部の情報を取得します。 

具体的な取得対象は、皮膚の下に張り巡らされた血管のパターンや、骨格の形状などです。これ

らの内部情報は、指紋や顔のデータのように物理的に複製したり、高解像度のカメラで撮影した

りすることが極めて困難なのです。この**偽造不可能性（Anti-Forgery）**こそが、本技術の最大
の強みであり、セキュリティレベルを飛躍的に向上させます。 

**生体認証市場は、2032年までに1,132億米ドルに達すると予測されており、年平均15.2%の成
長が見込まれています。**この巨大な市場において、日本が主導権を握ることは、経済的にも大
きな意味を持ちます。 

2.2 次世代決済と暗号資産の利用価値 

生体認証は、単なる本人確認に留まらず、決済や送金といった金融取引に直結します。そこで重

要になるのが、中央集権的な銀行システムに依存しない次世代の決済インフラです。 
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暗号資産の基盤技術であるブロックチェーンは、生体認証システムに不可欠な分散型の信頼シ

ステムを構築します。これにより、生体認証データが一か所に集中して管理されるリスクを回避

し、データの安全性とプライバシーを確保します。 

また、ことら送金のような、銀行間の少額送金を迅速かつ安価に行う仕組みは、生体透過認証と

相性が非常に良いです。ことら送金は、送金者が銀行口座番号、電子メールアドレス、スマホの

電話番号のいずれかを選択し、銀行間の送金をスマートフォンだけで完結させる新しいインフラ

です。着金者は事前に受け取りの可否を登録すれば、一度登録したら自動入金されるため、受

け取りの手間が省けます。 

●​ 具体的な利用例 
○​ 友人への送金: 友人と食事をした際、割り勘で代金を送金する場合を考えます。

ことら送金では、友人の銀行口座番号、電話番号やIDを指定するだけで送金が
可能です。ここに生体透過認証を組み合わせれば、顔や手をかざすだけで本人

認証が完了し、煩雑なパスワード入力なしに送金が完了します。 
○​ 筆者の利用例: 私たちは、会議の場でコーヒー代を割り勘にする際、ことら送金を

利用することがあります。この時、スマートフォンで銀行口座番号、電話番号やID
を入力する手間が省けたら、どれほど効率が上がるでしょうか。生体透過認証が

実現すれば、このプロセスは瞬時に完了し、私たちの議論のテンポを阻害するこ

となく、円滑なコミュニケーションを保つことができます。 
○​ 4人の孫への小遣い: 離れて暮らす孫たちへ、お小遣いを送る場面を考えてみま

しょう。ことら送金を使えば、事前に登録した孫たちの電話番号やIDを選ぶだけで
送金が可能です。ここに生体透過認証を導入すれば、指先一つ、あるいは顔を

かざすだけで、愛する孫たちへのお小遣いを安全に、そして簡単に送ることがで

きます。単なる効率化だけでなく、家族の絆をよりスムーズに繋ぐ役割も担うので

す。 
○​ 店舗での支払い: 小売店での支払いに、ことら送金と生体透過認証を連携させま

す。顧客は、レジに設置された端末で顔や手をかざすだけで認証と支払いが同

時に完了します。 

2.3 「多通貨時代」の到来と経済的・社会的影響 

これらの技術革新は、日本の金融システムが多通貨に対応するきっかけとなります。日本政府

が、ステーブルコインといったデジタル通貨を正式な決済手段として認めるかという政治的な判

断はありますが、少なくとも現在の国際情勢を鑑みれば、米ドルが電子決済手段の有力な選択

肢となる可能性は高いと言えます。 

この成功モデルが確立されれば、ユーロ（EUR）や香港ドル（HKD）、シンガポールドル（SGD）、
**ウォン（WON）**といった他の主要通貨も、日本国内の決済システムに追随する可能性があり
ます。また、FX市場が現存する限り、英ポンド（GBP）、豪ドル（AUD）、**ニュージーランドドル（
NZD）**といったアングロサクソン系の主要通貨を日本のデジタル決済インフラから排除すること
は、現実的に不可能です。これにより、日本は複数のデジタル通貨を扱う、グローバルな金融ハ

ブとして機能するようになるでしょう。 

この多通貨時代の到来は、単なる利便性の向上に留まりません。これまで為替リスクを恐れて

国際取引をためらっていた企業や個人は、ドル建てでシームレスな取引を行えるようになります。

これにより、日本の経済構造は、よりグローバルな競争力を獲得し、新たなビジネス機会が創出

されます。 
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さらに、海外旅行の際に両替商に並ぶ必要がなくなるなど、国民一人ひとりの生活にも大きな変

化をもたらし、グローバルな感覚を育む土壌となります。 

 
第3章：次世代認証を支える通信技術 
3.1 通信システムの基本と役割 

生体透過認証データを安全かつ効率的に伝送するためには、強固な通信システムが不可欠で

す。通信システムは、送信機、伝送媒体、受信機という3つの基本要素で構成され、認証システ
ム全体が高速かつ安全に行われる必要があります。 

3.2 ネットワークの階層構造と通信規格 

通信は、その規模と役割に応じて階層的に構造化されています。 

●​ パーソナルエリアネットワーク（PAN）: BluetoothやNFCなど、近距離でデバイスを接続し
ます。 

●​ ローカルエリアネットワーク（LAN）: Wi-Fiなど、建物内をカバーします。 
●​ ワイドエリアネットワーク（WAN）: インターネットなど、グローバルな規模で情報を交換し

ます。 

通信の安定性と速度は、利用する周波数帯と通信規格によって大きく左右されます。特に、建物

内や地下でも繋がりやすいプラチナバンド（700MHz〜900MHz帯）は、通信の安定性を左右する
重要な周波数です。 

3.3 推奨したい通信規格と周波数帯 

生体透過認証の普及には、単一の周波数帯ではなく、複数の周波数帯を組み合わせるキャリア

アグリゲーションの概念が不可欠です。特に、以下のような周波数帯を組み合わせることで、強

固な通信環境を構築します。 

●​ プラチナバンド（700MHz〜900MHz帯）: 広範囲をカバーし、建物や障害物に強い特性を
持つため、都市部から地方まで、どこでも安定した認証を可能にします。これは、生体透

過認証が日常生活のあらゆる場面で利用されるための基盤となります。 
●​ 低周波数帯（1.5GHz〜2.5GHz帯）: プラチナバンドよりも高速で、広範囲をカバーするバ

ランスの取れた周波数帯です。都市部や郊外での認証データを安定して伝送するために

適しています。 
●​ 高周波数帯（ミリ波・28GHz帯など）: 5Gの高速・大容量通信を支えますが、電波の届く

範囲が狭いため、駅や空港といった特定の場所での超高速認証データ伝送に利用され

ます。 

3.4 ネットワークの「交通整理」技術と暗号化 

生体透過認証の鍵となるのは、認証データを高速かつ確実に届けることです。これを実現するた

め、通信ネットワーク上ではデータの「交通整理」が行われています。 

●​ FDD（周波数分割複信）: データの送信と受信に異なる周波数を使用することで、双方向
通信を同時に行い、通信効率を向上させ、遅延を低減します。 

●​ IPSec L2TP: 仮想プライベートネットワーク（VPN）を構築するためのプロトコルで、認証
データを安全に伝送するトンネルを作成します。 

●​ TLS/SSL: 通信内容を暗号化し、盗聴や改ざんを防ぎます。 

5 



●​ AES（Advanced Encryption Standard）: 高いセキュリティを誇る共通鍵暗号方式で、
生体認証データ自体を保護するために使用されます。 

3.5 交通機関におけるアプローチエリアの概念 

交通機関の認証システムにおいて、アプローチエリアの概念は、利用者の利便性を最大化する

鍵となります。これは、改札口や搭乗ゲートに接近した時点で認証プロセスを開始する仕組みで

す。 

●​ シームレスな体験: 利用者が改札口から数メートル以内に接近すると、生体透過認証デ
バイスが起動し、バックグラウンドで本人の生体情報と認証情報を照合します。これによ

り、スマートフォンやカードを提示する動作を一切必要とせず、改札を通過するだけで認

証が完了します。 
●​ 具体的な実装例: 駅の改札口手前に設置されたセンサーが、利用者のスマートフォンや

スマートウォッチを検知し、数秒のうちに認証を終えます。利用者が改札に到達した時に

は、すでにゲートが開く準備ができており、スムーズな通行を実現します。 

3.6 固定通信の役割：バックボーンとしての重要性 

生体透過認証システムの信頼性を担保するためには、無線通信だけでなく、固定通信の役割も

不可欠です。生体認証デバイスが取得したデータは、Wi-Fiや5Gといった無線通信を通じて近く
の基地局やルーターに送られます。しかし、その後のデータは、光ファイバーを基盤とする固定

通信ネットワークを通じて、高速かつ安定的に認証サーバーへと送られます。 

3.7 リスクベース認証（RBA）と通信インフラの連携 

生体透過認証システムは、認証の強度を事前に固定するのではなく、**RBA（リスクベース認証）
**の概念を導入することで、セキュリティと利便性のバランスを最適化します。RBAは、認証時に
以下の要素をリアルタイムで評価し、認証の必要性を動的に判断します。 

●​ コンテキスト情報: ネットワーク環境（Wi-Fi、モバイルデータ）、IPアドレス、GPS情報。 
●​ 行動パターン分析: 普段のアクセス場所や時間帯、使用デバイスとの相関関係。 
●​ 取引の金額・種類: 高額取引や機密情報へのアクセスなど、リスクの高い操作。 

 
第4章：社会実装の課題と提言 
4.1 なりすましと認証精度の課題 

生体認証技術は、常になりすましのリスクに直面します。認証デバイスへの不正なアクセスや、

データの改ざん、あるいは認証に用いる信号の妨害といった攻撃が考えられます。また、生体情

報が不正に取得された場合、その情報はパスワードと異なり変更することができません。これ

は、情報が一度漏洩すると永続的なリスクになることを意味します。 

認証精度も大きな課題です。ユーザーの体調や環境の変化が認証精度に影響を与える可能性

があります。発熱や血圧の変化が血管パターンに影響を与えたり、外部の電磁波ノイズが信号

の受信を妨げたりすることが、認証の失敗につながる可能性があります。これらの課題を克服す

るためには、アルゴリズムの継続的な改善と、多様な条件下での厳格なテストが不可欠です。 

4.2 プライバシーと運用上の懸念 
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生体内部情報という極めて機密性の高い情報の収集・利用に対し、市民は強い不安を抱きま

す。このデータが、本人の同意なく医療保険の審査や雇用判断に利用されたり、マーケティング

目的で収集されたりするのではないかという倫理的な問題が提起されます。 

また、技術の導入には、運用上の現実的な制約が伴います。既存のシステムとの連携や、認証

デバイスの設置・メンテナンスコスト、さらには停電や災害時といった緊急時の対応策など、多く

の課題を事前に検討する必要があります。 

4.3 法的・倫理的枠組みの構築 

技術の進歩に追いつく法的なルールが必要です。EUの**GDPR（一般データ保護規則）**を参考
に、生体透過認証に特化したデータの取得、利用、廃棄に関する包括的なガイドラインを策定す

べきです。これにより、技術の悪用を防ぎ、市民に安心を提供します。 

**事実、スウェーデンでは、学校が顔認証システムを試行した際にGDPR違反で制裁金を科され
るなど、倫理的課題が現実の問題として顕在化しています。**このような事例は、厳格な法的枠
組みの必要性を示唆します。 

また、専門家だけでなく、市民代表、法律家、倫理学者など多様なステークホルダーが参加する

倫理委員会を設置します。この委員会を通じて、技術の利用目的や範囲について社会的なコン

センサスを形成し、「医療目的の利用は許可するが、マーケティング目的での利用は厳しく制限

する」といったルールを定めます。 

4.4 懸念解消のためのアプローチ 

これらの懸念を解消するためには、技術の透明性を高め、市民との対話を深めることが重要で

す。 

●​ 徹底的な透明性: 技術の仕組みやデータの利用目的、安全性に関する情報をオープン
に公開することで、市民の不信感を払拭します。 

●​ 「対話」による懸念の解消: 技術提供者と市民が直接対話する場を設け、懸念や疑問に
真摯に応えます。 

●​ 「成功体験」の共有による価値の証明: 小規模な実証実験から得られた成功事例を共有
し、技術の有効性と利便性を証明します。 

●​ ルール化による永続的な安心の提供: 法的なガイドラインや倫理的なルールを策定し、
技術の悪用を防ぎ、永続的な安心を保証します。 

4.5 マネーロンダリングの撲滅 

生体透過認証とブロックチェーン技術は、**マネーロンダリング（資金洗浄）**の撲滅に大きく貢献
します。従来の匿名性の高い現金取引や、銀行口座の不正利用に比べ、生体認証を基盤とする

金融システムは、すべての取引を本人に紐づけることができます。 

**FATF（金融活動作業部会）は、マネーロンダリング対策（AML）において、日本の法体制に不備
があると指摘しています。**この提言は、その喫緊の課題を解決するものであることを強調しま
す。 

●​ KYC（顧客の身元確認）の厳格化: 生体透過認証は、金融機関が顧客の身元を厳格に
確認する**eKYC（オンライン本人確認）**プロセスを、より確実なものにします。 
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●​ 不正取引の追跡: 生体認証と連携した取引は、ブロックチェーン上に安全に記録されま
す。これにより、不正な資金の流れを追跡し、犯罪組織によるマネーロンダリングを早期

に発見・阻止することが可能になります。 
●​ 国際的な協力: 複数の国が共通の生体認証・決済インフラを導入すれば、国境を越えた

不正な資金移動の追跡が容易になり、国際的な犯罪組織への対抗力を高めます。 

4.6 見守り機能の充実と子育て世帯への援助 

生体透過認証は、子育て世帯が直面する様々な課題を解決し、親子の負担を軽減する上で大き

な役割を果たします。 

●​ 手ぶらでの買い物: 乳幼児を抱えたり、ベビーカーを押したりしている親は、財布やス
マートフォンを取り出す手間から解放されます。手のひらをかざすだけで本人確認と決済

が完了するため、スムーズな買い物を実現します。 
●​ 自動での登下校通知: 子どもが学校の校門や通学路の検知ポイントを通過すると、保護

者のスマートフォンに自動で通知が届きます。これにより、子どもの安全をリアルタイムで

確認でき、親の安心感に繋がります。 
●​ 公共交通機関の利用: ベビーカーや大きな荷物を持った子育て世帯は、交通系ICカード

や乗車券を取り出す手間が省けます。生体認証で改札を通過できるため、スムーズな移

動をサポートします。 

この見守り機能は、プライバシーに最大限配慮した形で設計されるべきであり、データの収集は

利用者の同意に基づいて行われ、匿名化されたデータのみが利用されるべきです。 

 
コラム：デジタル世界の「大将」と「勘定」 
大将が一人で切り盛りする小さな寿司屋を想像してみてください。大将はあなたの顔を見るだけ

で好みを把握し、前回食べたネタまで覚えています。彼は信頼の象徴であり、あなたの「ID」も
「勘定」もすべて一手に引き受けてくれます。これこそ、従来の中央集権型システムです。 

ここで登場するのがブロックチェーンです。 

客：「大将、今日の勘定、どうしようか？」 

大将：「へい、いつものあいそにまんにじゅうにで頼むよ。」 

これは、勘定を二進法（デジタル）で数えるということです。 

●​ 生体透過認証は、まるで「お品書き」です。あなたという存在そのものが、デジタル世界の
ユニークな情報として、誰にも真似できない形で表現されます。 

●​ ブロックチェーンは、大将のような単一の存在に頼るのではなく、すべてのお客さん（参加
者）が互いの注文（取引）を記録し、その正しさを検証できる分散型の信頼システムを構

築します。 

**客：「はい、これで。」**と手を差し出すと、大将はにこやかに言います。 

大将：「毎度あり。お手を煩わせたんで、少々キャッシュバックしときました。」 

客は驚いてスマートフォンを見ると、「速いな、もう入っている」。 
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このように、あなたの「お品書き（生体情報）」と「勘定（取引記録）」は、誰か一人の大将に依存す

ることなく、安全に管理されるのです。そして、手間をかけた利用者には、システムから自動で

「キャッシュバック」が支払われる。これが、次世代の認証と決済が目指す、究極の利便性です。 

 
第5章：具体的な行動計画とロードマップ 
5.1 実証実験プロジェクト設計 

本提言を机上の空論で終わらせず、現実のものとするための第一歩として、大規模病院、大学、

そして国際空港での実証実験プロジェクトを提案します。 

●​ 大規模病院における想定事例: 病院は、医療情報という極めて高い機密性を伴うデータ
を取り扱うため、認証の厳格さが不可欠です。生体透過認証を導入することで、認証時

間の短縮率や認証の成功率、サイバーセキュリティ攻撃への耐性などを検証できます。 
●​ 大学における想定事例: 大学は、多様な利用者が集まるコミュニティであり、学生証に代

わる認証システムとして、図書館の入館や学食での決済といったシーンを想定します。こ

こでは、プライバシーへの抵抗感や、継続的な利用率を検証します。 
●​ 国際空港における想定事例: 国際空港は、厳格なセキュリティと迅速な処理が求められ

る特異な環境です。出国審査や搭乗ゲートでの本人確認に生体透過認証を導入し、認

証時間の短縮や混雑緩和、偽造パスポートへの耐性などを検証できます。 

 
第6章：孤独と生きる価値の創造 
6.1 「孤独」という価値の再定義 

現代社会は、常に人と繋がることを求めます。しかし、その結果、私たちは真に一人になる時間、

すなわち「孤独」な時間を失いつつあります。 

この論文は、「孤独」をネガティブなものとしてではなく、創造性や自己実現の源泉として捉え直し

ます。 

生体認証が守る「孤独」の権利： 

●​ プライバシーという壁: このシステムは、個人の行動履歴や思考を、中央集権的なデータ
ベースに一元管理しません。これにより、あなたは、誰にも監視されることなく、安心して

「孤独」な時間を過ごすことができます。 
●​ 時間の創出: パスワード入力や列に並ぶといった無駄な作業がなくなることで、私たち

は、自分自身と向き合うための時間、すなわち「孤独」な時間を得ます。この時間は、新し

いアイデアを生み出したり、心と体を癒したりするための、かけがえのない財産です。 
●​ 安心できるコミュニティ: 一方で、あなたが孤独からコミュニティを求める際には、「子ども

食堂」のように、誰もが安心して繋がれる場所が用意されています。 

6.2 豊かな下り坂と「働かないことが仕事」 

少子高齢化という避けられない社会の潮流は、しばしば「下り坂」として悲観的に語られます。し

かし、生体透過認証とAIが社会の基盤を支えることで、この下り坂は、**「豊かな下り坂」**へと変
貌します。この社会では、「働かないことが仕事」という、一見すると矛盾した言葉が真実となりま

す。これは、自分が率先してテクノロジーを使いこなし、周囲の人が「働かなくても済む」状況を創

出するという、日本人特有の「美徳」を意味します。私たちは、労働人口の減少をテクノロジーで
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補完し、社会全体で生産性を維持しながらも、個人が余暇や自己実現に時間を使えるようになり

ます。それは、お金を稼ぐことだけではなく、他者への貢献や学び、そして家族との時間といっ

た、より精神的な価値を追求できる社会です。 

6.3 餓死の撲滅と富の再分配 

生体透過認証とデジタル通貨の融合は、富の再分配をより効率的かつ公正に実現します。政府

が生活困窮者に対して、特定のサービスや食品にのみ使用可能なデジタルクーポンを配布する

ような仕組みを、生体認証と連携させることで、不正利用を防ぎ、本当に困っている人々に直接

支援を届けられます。これにより、**「餓死の撲滅」**という、人類が長年解決できなかった課題
に、テクノロジーの力で挑むことができるのです。 

6.4 不幸にならない権利 

私たちは、幸福を追求する権利だけでなく、**「不幸にならない権利」**も保障されるべきです。生
体透過認証インフラは、社会全体をより安全で、より公平なものにすることで、この権利を間接的

にサポートします。 

●​ 経済的な不幸の排除: 貧困や餓死といった、お金に起因する不幸を、社会システム全体
でなくします。 

●​ 社会的な不幸の排除: 孤独や不安、いじめといった、人との繋がりから生まれる不幸を、
コミュニティの再生を通じて満たします。 

●​ 物理的な不幸の排除: 災害や病気といった、身体的な不幸を、テクノロジーと人々の助け
によって最小化します。 

 
おわりに：結論と今後の展望 
生体透過認証技術は、単なる認証方法の進化に留まらず、次世代の社会インフラを支える鍵と

なります。その実現には、通信技術の高度化に加え、プライバシーや倫理といった、より深い社

会的な課題への取り組みが不可欠です。 

しかし、この壮大な挑戦は、決して机上の空論ではありません。私たちはこの論文を通じて、パス

ワードに縛られない自由な認証、そして現金やカードに依存しないシームレスな決済の未来を描

きました。それは、まるで寿司屋の大将が、個々の客の好みを記憶するように、テクノロジーが私

たち一人ひとりの存在を理解し、尊重する社会です。 

この未来地図を実現するためには、私たち全員が「当事者」となる必要があります。技術開発

者、政策立案者、そして市民が手を取り合い、一歩ずつ前に進むこと。大規模病院や国際空港で

の実証実験は、その第一歩であり、そこで得られる成功体験こそが、社会全体の信頼と安心を

築く礎となります。 

本提言が、この技術の健全な発展と、安全で信頼性の高い未来社会の構築に向けた議論の出

発点となることを切に願います。私たちの手で、想像を超える未来を創造しましょう。 
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